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2024年6月

コーポレート・ガバナンス

東海理化のモノづくりの源流である「人が手掛けないことこそ
やる」のチャレンジ精神に沿って、持続的な成長と企業価値の
向上につとめ、株主の皆さまをはじめとする全てのステーク
ホルダーから信頼される企業であり続けることを経営の基本
理念としています。女性社外取締役の選任をはじめ、さまざま
なバックグラウンドをもつ社外取締役を選任し、多様な視点から
経営の実効性を高め、さらなるコーポレート・ガバナンスの向上
に取り組んでいます。当社は法定事項および経営戦略などの重要
事項の意思決定や執行の監督を行う取締役会を毎月1回、業務
執行に関する決定や報告を行う経営会議を毎月2回以上開催
しています。
また、2025年5月に、サステナビリティ委員会を設置し、社会の
サステナビリティに関する要請・関心を踏まえた全社的な取り
組みの強化を進めています。

取締役会は取締役社長が議長となり、社外取締役3名、社外監査
役2名を選任することにより、多様な経験や見識を掛け合わせる
ことができる社内と社外の役員で構成されています。経営上の重
要事項や将来に向けた事業の方向性を議論・決定し、さまざまな
視点で執行体制の健全性を監視、方向修正を行う透明性も確保
しています。もとより内部統制システム、リスク管理体制は整備さ
れており、攻めの経営ができる体制を整えています。

■ 取締役会

取締役および執行役員の選任・解任に関する議案の審議・答申
■ 指名委員会

社外取締役・社外監査役の推移

社外役員比率

取締役会

監査役会

指名委員会

報酬委員会

50%
50%
60%
60%

氏名 指名委員会 報酬委員会

◎ 12回 /12回（100%）

2026年6月より出席

◎ 13回 /13回（100%）

13回 /13回（100%）

2回/2回（100％）

12回 /12回（100%） 2回/2回（100％）

12回 /12回（100%）

12回 /12回（100%） ◎ 2回/2回（100％）

-

-

-

-

-

12回 /12回（100%） 2回/2回（100%）

12回 /12回（100%）

4回/4回（100％）

4回/4回（100％）

4回/4回（100％）

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

◎ 4回/4回（100％）

13回 /13回（100%）

2026年6月より出席

12回 /12回（100%）

10回 /10回（100%）

コーポレート・ガバナンス体制

コーポレート・ガバナンス体制図

業務執行 付議／報告

報告

指示

提言・
提案

選任／解任

選任／解任

業務執行

指名委員会

報酬委員会

サステナビリティ
委員会

監査室

連携

監査

監査

監査

連携連携 報告諮問

答申

諮問

答申

構成員（出席率）
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取締役

社外取締役の構成

監査役

社外監査役の構成

社外取締役比率

社内／社外

計

社内／社外

計

二之夕代表取締役社長

佐藤代表取締役

宮間取締役（社外：委員長）

安部取締役（社外）

宮部取締役（社外）

構成員

二之夕代表取締役社長

佐藤代表取締役

宮間取締役（社外）

安部取締役（社外：委員長）

宮部取締役（社外）

構成員

取締役および執行役員の報酬制度、および個人別報酬に
関する審議・答申（月額報酬、賞与、譲渡制限付株式報酬、など）

■ 報酬委員会

マテリアリティを中心とした個別テーマを扱い、年に2回取締役会に
報告し定期的に指示を受けています。
コンプライアンス委員会は、コンプライアンスに関する重要な施策
などを検討するために設置しています。
日常の活動を支えるためにコンプライアンス統括部署のみならず、
法令主管部署や各部にコンプライアンス管理責任者／管理担当者を
設置することで、職場に適した活動を継続的に行うことができるよう
取り組んでいます。
全社環境委員会は、事業活動を通じて持続可能な社会の構築に貢献して
いくため、環境マネジメントシステムの継続的かつ効果的な運用を目的に
組織しています。「カーボンニュートラル」、「サーキュラーエコノミー」、
「ネイチャーポジティブ」を活動の3つの柱とし、気候変動などの地球
環境問題に対して、中長期的な観点で取り組みを進めています。

■ 委員会（コンプライアンス委員会、全社環境委員会）

サステナビリティの経営の同期をさらに進める目的で、2025年5月
よりサステナビリティ委員会を設置しています。
2025年度は計4回開催し、委員会の役割の確認およびマテリアリティ
の再確認をし、2030年に向けためざす姿、人権尊重の当社グループの
実態把握や今後の取り組み事項などをテーマに議論しました。

■ サステナビリティ委員会

■ 監査役会
監査役会では年間を通じ、監査役監査方針および監査計画の策定、
常勤監査役の月次活動報告、監査役監査活動の年間振り返り、
監査役会監査報告書の審議・作成、会計監査人の再任・不再任
の決議などを行っています。各監査役は、監査役監査基準、監査
役会規則などにのっとり、監査役監査を実施しています。具体的
には、取締役会や経営会議などの重要な会議に出席し、議事運営・

議案内容などを監査し、必要に応じ意見表明を行っています。
これらの活動を通じて、当社のコーポレートガバナンスの強化
および内部統制の有効性向上につとめています。なお、監査役会
の運営、役割および責任は、監査役会規程および監査役監査
基準として明確に定めており、その概要については当レポート
などの開示を通じて概要を説明しています。

※◎は議長・委員長を示しています。

二之夕 裕美

佐藤 雅彦

今枝 勝行

宮間 三奈子

安部 和志

土屋 年章

清水 寛亮

山田 美典

弟子丸 昭宏

社外

社外

社外

社外

代表取締役社長
社長執行役員

代表取締役
副社長執行役員

取締役
執行役員

取締役

取締役

常勤監査役

常勤監査役

監査役

監査役

2026年6月より出席 -2026年6月より出席2026年6月より出席宮部 義幸 社外 取締役

役職 取締役会 監査役会

監督 付議／報告

取締役会
［経営の最高意思決定機関］

監督・意思決定

経営会議

ビジネスセンター・
本部・センター・
子会社・関連会社

［業務執行の意思決定／伝達機関］

株主総会
［会社の最高意思決定機関］

会計監査人監査役（会）

委員会
• コンプライアンス委員会
• 全社環境委員会 他

付議／報告監督

東海理化の価値観 長期戦略 実行戦略 ガバナンス 成果と重要な成果指標（KPI）
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取締役会

社外取締役・社外監査役

取締役会の審議の活性化に向けた取り組み
当社では、取締役会（臨時取締役会を含む）に上程する議題、
議案資料については、取締役会開催日の3日前に役員会の会議
システムに投稿する「3日前ルール」に基づき、社外取締役・社外
監査役が取締役会資料を先立って閲覧できるようにしています。
取締役会において建設的な議論・意見交換を行うために取締役会
の2日前に社外役員に対し資料の事前説明を行うとともに、経営
会議の資料・議事録の共有化も実施しています。取締役会をはじめ
とする会議体の議案は、簡潔かつ明瞭な資料にて説明を実施し、

審議時間の確保にもつとめています。オンライン会議での参画や
紙面審議につきましても、即時性と双方向性が満たされた適時
的確な取締役会の運営を常に実施しています。

スキルマトリックス
当社を取り巻く環境や時代が大きく変わる中、社会に貢献し、
持続的に成長していくために、事業基盤をより強固にしながら、
社会課題の解決に挑む必要があります。上記を当社の今後の成長
戦略と位置付け、スキルマトリックスの項目を選定しています。

経営陣幹部の選任・解任と、取締役および監査役候補の指名

社外取締役・社外監査役へのサポート体制

取締役候補および執行役員候補の指名は取締役社長が原案を作成し、
役員の選任･解任プロセスの独立性・透明性を高めるために設置
された社外取締役を議長とした指名委員会にて審議し、指名委員会

からの答申を踏まえ、取締役会で決議します。また監査役の候補の
指名は、財務･会計に関する知識、企業経営に関する多様な視点を
有しているかなどの観点により総合的に検討しています。

社外取締役・社外監査役の就任時には、会社の事業・財務・組織・
製品などの概要説明の他、経営会議資料と議事録の開示、工場変革
確認会議にて生産現場のモノづくりや改善状況の視察を行っています。

また、社内のボードメンバー戦略共有ミーティングにも参画いただき、
当社の将来の事業に向けた取り組みについてもご理解いただける
ようつとめています。

スキルマトリックス

スキル選定理由

選任理由

取締役会の実効性
当社は、取締役会のあるべき姿を取締役会で決議し（2021年7月）、それに
向かって毎年取締役会の実効性を評価し、向上のために活動してきています。
取締役会の事前説明の充実、資料開示の早期化、資料の簡素化・視認性向上
などの継続的な改善に取り組むとともに、付議案件の範囲や件数、取締役会で
審議すべき事項と業務執行側へ委任する事項との適切なバランス、社外役員への
情報提供およびサポート体制の充実に加え、率直かつ自由闊達な議論を促す
環境づくりを進めており、取締役会の実効性は確保されていると評価しています。
一方で、さらなる実効性向上に向けた課題も認識しており、今後も取締役会
およびボードメンバー戦略共有ミーティングの年間スケジュールを策定し、
DX・AI、人財育成、財務資本戦略といったテーマについて計画的かつ継続的
な議論を行う体制を整備します。また、議題ごとの目的や論点を明確化すると
ともに、事前説明と取締役会の役割分担を徹底することで、会議運営の効率化
と議論のさらなる深化を図ります。
さらに、戦略に関する議題については、提案者自らが主体的に説明するとともに、
市場・競争環境における当社のポジションを踏まえた報告を行うことで、取締役会
における意思決定の質の向上につとめています。これらの取り組みを通じて、
取締役会の監督機能の強化と企業価値向上の実現をめざしていきます。

地位 氏名

役職 氏名 選任理由

改善された事項

①事前説明を通じたよりきめ細かい情報共有を実施し、
取締役会当日は決議事項の要点に焦点を当てた審議を
行うことで、意思決定の質を維持しながらの会議運営の
効率化と時間を短縮し、活発な議論を推進した
②決議を伴わない意見交換・情報共有の場として「ボード
メンバー戦略共有ミーティング」を原則毎月開催し、
戦略や重要課題に関する認識共有と議論を促進すると
ともに、現地・現物でのディスカッションを重視した会議
運営を通じて経営課題への理解深化を図った

①市場・競争環境を踏まえた戦略議論を強化し、意思決定
の質の向上を図る
②DX・AI、人財育成、財務資本戦略といったテーマの継続
的な議論を盛り込んだ取締役会およびボードメンバー
戦略共有ミーティングの年間スケジュールの充実および
実行

さらに改善が必要な事項

社外

社外

社外

社外

社外

代表取締役社長
社長執行役員

代表取締役
副社長執行役員

取締役
執行役員

取締役

取締役

取締役

常勤監査役

常勤監査役

監査役

監査役

企業経営
ガバナンス

技術
開発

SDGs
ダイバー
シティ

カーボン
ニュートラル

IT･DX コンプライ
アンス

海外
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づくり 営業
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性別 財務

社外
取締役

社外
監査役

■ 企業経営 ガバナンス 事業環境が変化する中で、持続可能な成長の実現と企業価値向上の観点から、適切な意思決定・監督機能を発揮する必要がある。

中期経営計画で示した持続可能な社会の実現に貢献するために、既存技術の強化・新技術の開発を推進する必要がある。■ 技術開発

企業の競争力を維持するために、社内のDX化やデジタル技術の活用を推進する必要がある。■ IT･DX

法令遵守を徹底し、あらゆるステークホルダーに信頼される企業になるために、コンプライアンスを徹底する必要がある。■ コンプライアンス

グローバル市場での競争力を維持し、国際的な成長戦略を実現するためにグローバルな視野・視点をもつ必要がある。■ 海外事業

安全で高品質の製品・サービスを顧客に提供し続けるために、絶えず改善・生産性向上への取り組みを推進する必要がある。■ モノづくり

多様化する顧客ニーズに的確に対応するために、市場分析や販売戦略の立案・実行を推進する必要がある。■ 営業

企業価値向上に向けた成長投資の推進と、適切な株主還元を実現するために、正確な財務報告を行い、経営戦略に基づいた
資本政策の立案・体制構築を推進する必要がある。

■ 財務

人財戦略の一つとして重要と捉え、多様な人財が活躍できる制度・意識風土醸成を推進する必要がある。■ ダイバーシティ

■ カーボンニュートラル 2050年までにCO2排出量を実質ゼロにするために、「カーボンニュートラル」「サーキュラーエコノミー」「ネイチャーポジティブ」の
全方位で取り組みを推進する必要がある。

宮部義幸氏は、パナソニック ホールディングス株式会社において、研究開発、デジタル・技術分野の経験に加え、
グループ会社の経営経験を有しています。その豊富な経験と知見、見識を活かして、技術戦略・DX推進を中心に、
経営全般に対する監督、助言などをいただくことを期待し、独立役員として選任しています。

宮部 義幸

宮間三奈子氏は、大日本印刷株式会社において、研究・企画開発部門での経験に加え、人財育成や多様性確保の
旗振り役として、実績を積まれています。その豊富な経験と知見、見識を活かして、客観的かつ科学的な視点
から、経営変革への助言などをいただくことを期待し、独立役員として選任しています。

宮間 三奈子

安部和志氏は、ソニーグループ株式会社において、人事・総務部門の経験に加え、同社海外法人の経営経験を
有しています。その幅広い豊富な経験と知見、見識を活かして、人事戦略・組織改革を中心に、経営全般に対する
監督、助言などをいただくことを期待し、独立役員として選任しています。

安部 和志

山田美典氏は、公認会計士としての高度な専門的知識と長年の企業監査において培われた幅広い見識、および他社社外
監査役・社外取締役の経験を当社の監査に反映していただきたく、監査役として選任しています。また、証券取引所の
定める独立性基準を満たしており、一般株主と利益相反が生じる恐れがないことから、独立役員に指定しています。

山田 美典

弟子丸昭宏氏は、直接会社の経営に関与した経験はありませんが、トヨタ自動車株式会社において長年にわたり
車の内装に関わる設計の分野に携わっており、当該分野における専門的な経験と知見、見識を有しています。
その豊富な経験と知見、見識を当社の監査に反映していただきたく、社外監査役として選任しています。

弟子丸 昭宏

コーポレート・ガバナンス

東海理化の価値観 長期戦略 実行戦略 ガバナンス 成果と重要な成果指標（KPI）

75 76TOKAI RIKA Integrated Report 2026



報酬構成とその支給対象

取締役社長の報酬構成

譲渡制限付株式報酬の概要

役員区分 月額報酬 賞与 株式報酬

社内取締役･執行役員

社外取締役

監査役･社外監査役

●

●

●

●

-

-

●

-

-

固定報酬 変動報酬

短期 長期

報酬構成 月額報酬
50％

賞与
20％

株式報酬
30％

支給形式 金銭 株式

対象者

株式報酬枠

上限株数

譲渡制限期間

取締役（社外取締役を除く）および執行役員

取締役に対し、年額70百万円以内

取締役に対し、年70千株以内

取締役、監査役および執行役員の
いずれの地位も退任する日までの期間

相談通報件数

組織・体制図発見対処予防

センター長・本部長・
ビジネスセンター長・

工場長
文化・風土、方針

コミュニケーション、
教育、方針

各部方針支援、教育

調査・
再発防止策構築

モニタリング、
調査・再発防止策構築

モニタリング支援、
調査・再発防止策構築

機能主管
（本部、センター）、

法令主管

部門長

内部統制システム

当社では、会社法の規定に基づき「内部統制の整備に関する基本
方針」を策定し、役員自らが率先垂範して法令および企業倫理を
遵守するとともに、役員の言動を通じて社内およびグループ会社
への浸透を図っています。また、内部統制は、業務遂行の過程に
つくりこむことを原則とし、各過程において自らが業務の適正性を
確認し、自らが是正することを基本的な姿勢として、業務の適正を
確保するための体制の構築・運用に取り組んでいます。

この姿勢のもと、取締役の職務執行、リスク管理、コンプライアンス、
グループ会社管理などについて、体制の構築と運用をしています。
その状況については、毎年取締役会において確認・評価し、継続
的な是正・改善を進めています。
なお、当社では、2026年5月に過年度の有価証券報告書などの訂正
報告をしました。これを受けまして、再発防止として、内部統制のより
一層の充実を図り、財務報告の信頼性確保につとめていきます。

役員報酬の決定方針について

基本方針
報酬の基本方針として、株主の負託に応えるべく、役員の業績向上
への意欲を高め、長期的な企業価値増大に寄与する報酬体系と
しています。報酬水準はそれぞれの責務の大きさを勘案し、役職
に応じた基準を制定しています。基本報酬（月額報酬）、短期イン
センティブ（賞与）、中長期インセンティブ（株式報酬）により構成
しています。

賞与
各取締役（社外取締役除く）および執行役員の賞与額は、企業
本来の営業活動の成果を反映する連結営業利益、経営環境、
社員への賞与支払額および各人の活動評価をベースに原案を
作成しています。その原案に対して、取締役会における決定事項
の独立性・透明性を高めるために、取締役会の諮問機関として
設置された社外取締役を議長とする報酬委員会での審議・答申
を経て、賞与の支払総額を株主総会にて承認を受けたうえで、
取締役会にて決定します。

株式報酬
各取締役（社外取締役除く）および執行役員の株式報酬（譲渡
制限付株式報酬制度）は、当社の中長期的な企業価値向上に向けた
取り組みを促すとともに、経営者として、より一層強い責任感を
もち、株主の皆さまと同じ目線に立った経営を推進することを
目的とし、経営環境、および他社の水準などを勘案したうえで、
原案を作成しています。その原案に対して、月額報酬、賞与と同様に、
取締役会の諮問機関として設置された社外取締役を議長とする
報酬委員会での審議・答申を経て、取締役会にて決定しています。
2025年6月より、株主との価値共有を進めつつ、中長期的な企業
価値の向上、ガバナンスの強化、および持続的な成長に向けた
経営を促進することを目的として、株式報酬枠および上限株数を
見直し、総報酬に占める株式報酬の割合を引き上げました。

月額報酬
各取締役および執行役員の月額報酬は、職責、社員の給与水準や
他社の水準、また役割発揮評価を反映したうえで、原案を作成し、
取締役会における決定事項の独立性・透明性を高めるために、
取締役会の諮問機関として設置された社外取締役を議長とする
報酬委員会での審議・答申を経て、取締役会にて決定しています。
また、各監査役の報酬額は監査役の協議により決定しています。
月額報酬は、株主総会の決議により定められた報酬総額の上限額
の範囲内において決定しています。

取締役社長の報酬は、基準額で概ね、月額報酬50％、賞与20％、株式報酬30％
となるように設定しています。社外取締役は独立した立場で経営の監視・監督
機能を担う役割のため、現金賞与および株式報酬の支給はありません。

推進体制・しくみ

コンプライアンスに関する重要な施策などを検討するために
社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置しています。
また、日常の活動を支えるためにコンプライアンス統括部署のみ

ならず、法令主管部署や各部にコンプライアンス管理責任者／
管理担当者を設置することで、職場に適した活動を継続的に
行うことができるよう取り組んでいます。

具体的な取り組み

コンプライアンス強調月間活動
毎年10月に実施する「コンプライアンス強調月間活動」では、
コンプライアンス意識の維持および向上を図っています。職場で
コンプライアンスについて討議する機会の他、PC起動時のメッ
セージ、社内報や役員講話、DVD上映会などを行っています。

グループコンプライアンスへの取り組み
コンプライアンス統括部署や法令主管部署が主体となり、国内・
海外子会社と連携を図り、各社の状況や環境に応じた体制整備
や啓発活動を行っています。

相談通報
社内の問題を早期に発見し、解決するために、相談通報窓口を
設置するとともに、名称を「なんでも相談窓口」とし、窓口の敷居
を低くする工夫をしています。社内の相談通報窓口は、問題を
できる限り広く、かつ早期に吸い上げることができるよう、本社
および各工場各所に設置するとともに、社長に直接通報ができる
制度を導入しています。また、社外の窓口として、社内の窓口には
相談しづらいと感じる社員が相談自体を躊躇することがないよう、
社外の弁護士事務所に相談できる「コンプライアンス・コール」や

労働組合に相談できる窓口を設置しています。当然のことながら、
相談者が特定されることがないように秘密厳守を徹底しています。
以下のグラフの通り、毎年一定数の相談があり、問題の早期解決
に結び付けています。

贈収賄・腐敗防止への取り組み
公務員に対する詳細な贈収賄防止ガイドラインの策定を実施し、
コンプライアンス主管部門による、腐敗防止につながる社内各部
からの各事例に対する適法性の検討、対応方法について相談
対応を通年実施しています。
また、外部の弁護士を招いて、全社に対して行政機関や公務員と
の適切な関わり方についての教育を開催しています。
その他、従来から行っている海外へ赴任する社員に向け、贈収賄
リスクに関する教育を継続して実施しています。

反競争的行為の防止
独占禁止法案件を専門的に取り扱う外部の弁護士を招いて、
新入社員を含む全社員向けに独占禁止法の基礎知識に関する
教育や、役員・幹部職向けに過去の違反事案を題材にした風化
防止教育を開催しています。
主管部門により、取引部門からの独占禁止法に関する日常的な
コンプライアンス相談への対応を継続し、また、他社との取引に
あたっては独占禁止法上の事前確認を継続し、特に協業案件を
進めるにあたっては、より詳細な事前確認を継続しています。

中小受託取引適正化法（取適法）への対応
法改正の内容を含め、全社および国内事業体を対象に教育を
実施しています。加えて、社内の各部署および国内事業体へ
直接出向き、発注業務などの実態確認を行っています。

ビジネスセンター・
工場

グループ会社

連携

連携 報告
報告

コンプライアンス委員会

相談通報窓口

機能主管（本部、センター）

法令主管

監査／会計監査

コンプライアンス事務局
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